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ディーゼルエンジンに関する予備知識

　ディーゼルエンジンとは，（自動車の場合）主に
軽油を燃料とするエンジンで，ガソリンエンジンと
比べて，熱効率が高く燃費が良い（CO2 排出量も少
ない），低速から大きい馬力を出せるという利点が
ある反面，黒煙や PM（粒子状物質），NOx（窒素
酸化物）といった有害物質が発生しやすいという欠
点がある．排ガスに関する法規制をクリアするため
には，これらの有害物質の低減策が不可欠であり，
PM に対しては DPF（ディーゼル微粒子捕集フィル
タ），NOx に対しては尿素 SCR（選択触媒還元）や
NOx 吸蔵還元触媒などの後処理装置により対応し
ている．これらの後処理装置には，エンジンの価格
や保守費を高くするだけでなく，燃費や馬力を下げ
てしまうという短所がある．
　なお，マツダの「SKYACTIV-D」の技術は，圧縮
率を下げるというアプローチで有害物質の発生を抑
えており，高価な NOx の後処理装置なしに日本の
排ガス規制をクリアしている．ただし，燃費や馬力
を犠牲にすることなく，さらに厳しい米国の排ガス
規制をクリアするのは難しいということで，現時点
では米国では販売されていない．ちなみに，欧州の
排ガス規制は，Euro 6 と呼ばれる規制値が 2014 年
に義務化されるまでは，日本よりもかなり緩いもの
であった．

VWの行った不正の内容

　VW の不正なソフトウェアは，車両が排ガス測定
中であることを検出し，そのときに限って，NOx

の後処理装置を強く働かせ，NOx の排出量を下げ
る制御をしていたとされている．逆に，実走行時
には，NOx の後処理装置をあまり働かせず，高い
燃費や馬力を実現していた．当然，実走行時には，
規制値を大きく上回る NOx を排出することになる．
このように，実走行時に排ガス低減機能を停止（ま
たは著しく低下）させる装置をディフィートデバイ
ス（無効化装置）と呼び，米国や欧州では法的に禁
止されている．
　排ガスの測定は，車両をシャシダイナモと呼ばれ
る装置に載せ，車両が実際には走行していない状態
で，決まった走行パターンを模擬して行われる．そ
のため，車両速度やステアリングの舵角などの情報
を用いて，排ガス測定中であることをソフトウェア
で検出していたということである．
　VW は，燃費性能や動力性能を達成しつつ，世界
で最も厳しい米国の排ガス規制をクリアするために，
このようなディフィートデバイスを組み込んだとさ
れている．その背景には世界一の販売台数を目指す
中で米国におけるシェア拡大を焦ったという指摘や，
VW の閉鎖的な経営体制が原因の 1 つであるといっ
た指摘がなされている．

過去の同様な事例

　同様の不正を，過去に他のメーカが行った例も知
られている．たとえば，国内では 2011 年に，いすゞ
自動車の中型トラックがディフィートデバイスによ
って NOx の排出規制逃れをしていたという疑いが，
東京都によって指摘された．いすゞは，意図的なも
のでなかったとして，対象の車両をリコールにより
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改修している．また，これがきっかけになって，自
動車工業会が，ディーゼル重量車を対象とした自主
取組みとして，ディフィートデバイス禁止の設計ガ
イドラインを作成している．
　さらに過去に遡ると，フォードが，ディフィート
デバイスを用いた不正により，多額の賠償金を支払
ったという 1995 年の事例など，多数の事例がある．

何が不正かは明確か？

　この事件を聞いて，情報技術者／研究者が思い出
すのは，ベンチマークプログラムに最適化したプロ
セッサやコンパイラのことではないだろうか．過去
には，特定のベンチマークで性能が出るように，プ
ロセッサやコンパイラが最適化され，そのベンチマ
ークによって表示された性能値が，実際のプログラ
ムでの性能と乖離するという問題が指摘されてきた．
その結果現在では，小さい合成ベンチマークを使う
のではなく，規模が大きく実際のプログラムに近い
ベンチマーク（たとえば，SPEC ベンチマーク）を
使う流れとなっている．
　自動車の分野において，燃費や排ガスの測定が
特定の走行モード（たとえば，国内の燃費測定で
使われる JC08 モード）で行われていることを利用
し，その条件下で燃費や排ガスを最適化する制御は
一般的に行われているし，（少なくとも現時点では）
不正であるとは考えられていない．とは言え，実走
行時との性能の乖離は，問題であるとも指摘されて
いる．
　そうなると，何が不正であって，何が不正ではな
いかが問題となる．たとえば，上述のディフィート
デバイス禁止の設計ガイドラインにおいては，排ガ
ス低減機能を停止させる制御をいかなる場合にも禁
止しているわけではなく，排ガス低減のための後処
理装置の重大な損傷・劣化を防止するためなどの一
定条件を満たした場合には，これを認めている．
　コンパイラの最適化に話を戻すと，コンパイル対
象がベンチマークプログラムであると判断したら，
ハンドコンパイルした最適化コードを出力するよう
な仕組みとなっていれば，多くの情報技術者は不正

であると考えるだろう．そうではなく，ベンチマー
クプログラムを高速化できる一般的な最適化技法を
組み込んだのであれば，実際のプログラムにおいて
も有効となる可能性がある以上，不正であるとは言
いにくい．
　結局，自動車においても，上述のベンチマークプ
ログラムの場合と同様，実走行条件に近い条件で燃
費や排ガスを測定することが本質的な対策と考えら
れる．実際，各国でそのような規制改訂（強化）が
予定されているが，今回の VW の不正事件により，
そのような動きが加速することになるだろう．

我々に対する教訓

　今回の事件で，VW には巨額が罰金が科される（で
あろう）ことに加えて，リコール費用やユーザから
の損害賠償請求，ブランドイメージの低下などで，
業績が大きく落ち込むことは必至である．また，こ
の影響が，自動車業界全体やドイツ経済全体に及ぶ
という見方もある．
　我々技術者／研究者が，このような不正に加担す
べきでないのは言うまでもないし，そう言うことは
簡単であるが，どうしてそのような不正に加担する
ことになったのかをよく分析し，今後の教訓としな
ければならないことも，また明らかである．
　不正が行われた経緯について現時点では明確にな
っていないが，技術者が不正を指摘したが上層部に
握りつぶされた（としても，不正を通報をする手は
あったであろう）という報道もあるし，許容される
最適化を進めるうちにいつの間にか不正となる一線
を越えてしまったという，いわゆる「ゆでガエル現
象」に陥っていた可能性も考えられる．このような
ことは，誰にでも起こり得ることで，今回の事件を
受けて，改めて意識を高め直すことが必要であろう．
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